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介護保険担当理事  殿 
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鈴 木  邦 彦 

 
 

「自立に資する介護に関する調査研究事業」へのご協力のお願いについて 

 
 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、現在、科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護の実現を目指し、平成 30 年度

介護報酬改定においても、自立支援に向けたインセンティブについて検討されることとなっ

ております。 

そのため、厚生労働省は、平成 29 年度の老健事業において、介護の分野における自立支援

等に関してどのような知見がどの程度蓄積されているのかを把握することを目的に、自立支

援等に関する科学論文等のエビデンスを情報収集することとし、本会宛てにその旨の周知協

力依頼がまいりました。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会傘下の郡市区医

師会への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 

 

 

（添付資料） 

・「自立に資する介護に関する調査研究事業」へのご協力のお願い 

（平成 29 年 7 月 10 日 老老発 0710 第 1 号 厚生労働省老健局老人保健課長通知） 
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厚生労働省老健局老人

「自立に資する介護に関する調査研究事業」へのご協力のお願い

　

介護保険の運営につきましては、 日頃から御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　

この度、科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護の実現を目指し、 平成３０年度の

介護報酬改定においても、 自立支援に向けたインセンティブについて検討すべく、 平成２９

年度老人保健健康増進等事業「自立に資する介護に関する調査研究事業．」 （補助事業者：

みずほ情報総研株式会社） において、 介護の分野における自立支援等に関してどのような

知見がどの程度蓄積されているのかを把握することを目的として、 自立支援等に関する科

学論文等のエビデンスを情報収集することといたしました。 （詳細は別添のとおり）

　

つきましては、 貴会から都道府県医師会及び郡市区医師会に対し、 ご周知をお願い申し

上げます。

【担当】

厚生労働省老健局老人保健課

　

井口

村松
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平成２９年度

　

老人保健健康増進等事業

「自立に資する介護に関する調査研究事業」の開始について

平成２９年度老人保健健康増進等事業「自立に資する介護に関する．調査研究事業」に

おいて、介護保険におけるエビデンス活用にかかる提案の募集が次の通り開始されま

したのでお知らせいたします。

１． 名称

　

「介護保険におけるエビデンス活用にかかる提案募集」（自立に資する介護に関する

調査研究事業）

２． 趣旨

介護分野における自立支援等に関する知見等の収集

３． 応募対象

制限なし

４． 募集期間

２０１７年７月１０日（月）～２０１７年８月２１日（月）

５． 提案方法等

以下のウェブサイトを参照
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※「自立に資する介護に関する調査研究事業」問い合わせ先

みずほ情報総研株式会社 社会政策コンサルティング部

担当＝二木、 田中、 石橋
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